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《研究論文》
アメリカ学校経営における共同的意思決定の展開
　　　　　　　　　と校長の役割期待変容
一 1970年代 〜 1990年代 フ ロ リダ州 に お ける
　　　SBM の 展 開過程 を対象 と して 一
筑波大学 浜 田 博 文
1　 序一 本稿 の 目的
　学校 の 自律 性 確立 を め ざす現 代教育改革 は ， 学校裁量の 拡大 と と もに ， 学校
に お け る共 同的意思決定 （shared 　decision−making ）の 制度化を 進め て い る 。
そ れ は ， 国家 の 統治 構造改革 を最大契機 とす る が ， 今 凵の 学校が 「学級崩壊」
や 不 登校等 に表れ た教 育 自体 の 「正 統性 の 揺 ら ぎ」や 「教職 の 困難 さ 1とい う教
育 内在的な 改革契機 を もつ とす れ ば（
1）
， 教育活動の 改善 を導 く学校経 営の 変革
へ 繋げ られ る べ きで あ る 。 「学校 の 責任者」 （2005年10月中教審答 申） と して 制
度 改革 と経営改革 の 結節点 に立 つ 校 長 は ， 重要 な役割 を担 うべ き だ とい え よ う。
　すで に 校長役割 の あ り方 は様々 に議論 され て きた 。 そ の 多 くは ， 学校 の 責任
者 と し て の ビ ジ ョ ン の 設定 ・提示 を校長役割 と して 強調す るが ， それ が他 の 学
校 当事者の 意思 を疎外す る と懸念す る議論 もあ る
 
。 い ず れ の 議論 も， 制度化
され た 共同 的意 思決定 の 作用を学校 の 外 に位置 づ け， 校内の 組織 ・ 経営作 用か
ら一線 を画 して 捉 え る 見方 を前提 と して い る よ うに 思われ る 。 山下 （2002）が
シ カ ゴ の例 で 明 らか に し た よ うに ， 学校 に お け る共 同的意思 決定 の 仕組 み は ，
「正 統性 の 調 達 」 （247頁 ） 装置 と意味 づ け られ る 。 だが 学校組織や 教員職 務の
特性 に 鑑み れ ば（
3）
， 校長の 認識が そ う した側 面 の み に と ど ま る 限 り ， 教育 活動
の 変化 を導 くこ と は難 しい 。 新 た な制度構造 の 下 で 教育活 動 の 改善 を導 くた め
に ， 校長 は どの よ うな役割 を担 うべ き か ， よ り突 き詰 め た議論 が 必 要 で あ る
（‘）
。
　以上の 問題意識 に 基 づ き ， 本稿 は ， ア メ リカ に お い て 学校 に お け る共 同的意
思決定 の導入 ・展開過 程 で校 長 の 役割期待 が ど う変容 し た か を明 らか に す る こ
と を 目的 とす る 。 1980年代後半〜90年代 に 同国で 広が っ た 「学校を基礎単位 と
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した 教育経 営 （School−Based　Management ： 以 下，　 SBM ）1 は ， 学 区 か ら学
校 へ の 権 限委譲 と， 学校に お け る共同的意思決定 を主要素 と した ， 1970年代 を
端緒 とす る制度改 革 で あ る （5）。 先行研究 の 大半 は そ の 行政制 度的側 面 に着目し ，
学校組織 ・経営の 面 は一卜分 に 検討 され て い な い 。 中留 （1992） は い ち早 く校内
組織や 校長 の リー ダー シ ッ プ に 着 目した が ， 施策的文脈 に 関連づ けた考察 は
．
卜
分 で ない 。 浜 田 （1989 ， 1998） に は 共同的意思 決 定 との 関連 づ けが な く， 浜田
（1999）， 山下 （2001）は共 同的意思決定 と校長 役 割 を関連 づ けた もの の ， 変容
へ の 言及 は ない 。 こ れ ら先行研究で は SBM の 端緒で あ る 1970年代 に遡 っ た 考
察 は み あた らな い 。 そ こ で 本研究 は ， 1970〜 9｛〕年代 の フ ロ リ ダ州 を対 象 に ，
SBM の 展開状況 と校長関連施策 の 分 析 を通 じて ， 共同的意思決 定 に か か わ る
校 長 の 役 割 期 待 変 容 を明 ら か に す る。 同州 は SBM の 嚆 矢 の 1 つ で （Lin−
delow，1981，　 p．／6な ど）， そ の 展 開 に 対応 した校長関連施策 の 推進 経緯 が 認 め
られ る 。 よ っ て ， 1970〜 90年代 を通 じた SBM と校長役割の 変化 及 び相 互 関係
を捉 える た めに 有効 な分析対象 として 位置づ け られ る 。
2　 1970年代 SBM の導入 ・ 停滞 と1980年代 の
　　校長の 役割期待
　（1） SBM の 導入 ・ 停滞 と その 要 因
　1950〜60年代 ， フ ロ リダ州 の 公教 育 は人 ri急増 〔1’｝に 伴 う生 徒 の 人種 ・民 族 ・
文化的多様化 （
7｝の ほか ， 硬 直的な 州教育財政制 度〔s〕の もとで ， 学 区間財 政格差 ，
低水準 教 員給 与 ， 定員 過 剰 ク ラ ス 等 ， 混沌状 況 に あ っ た （White．1975）。 事
態 の 打 開 をめ ざ した知 事の 諮問機関 は1973年， 個 別学校 を 「教育 ア カ ウ ン タ ビ
リテ ィ の 基礎 的単位 （the　basic　unit ）」 （GCCF ， 1973 ，　 p．11） と位 置づ け ， 公
教 育全 体 の 改革 に 関す る計104の勧告 を提示 し だ 9）。 同書が 「学 校 に 中心 を置
い た教授組織」の 原理 と し た 「（1〕財 源 は学 校 内 の 子 ど もた ち の ニ ーズ に 基 づ い
て 配分 され る 。 （2）学校の 固有の 教 育 目標 は， 当該学校 と関係 の あ る人 々 に よ っ
て設定 さ れ る 。 （3）教授の た め に どの よ うに 財源 を使 うか に つ い て は ， 各学校 に
お い て決定 され る 。 （4）教授組織 は 各学校 の レ ベ ル で 決定 され る 。   親 は 学校の
意 思決 定 に 参 加 す る 。 」 （p．171） の 5 点 は ， 以 後 の 教 育 改 革 を基 礎 づ け た
（Florida　Department　of 　Education， 1991，　 p．37）。 こ こ に は ， 会計．　Hの ア カ ウ
ン タ ビ リテ ィ に加 え， 学校 課 題 の 固有性 を意識 し た共 同的意思 決定へ の 指向性
が 明瞭 で あ る 。 こ う して 同年 ， 州教育財政 改革 と学校諮問委 員 会設置等の州法
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制定が 行わ れ た 。
　財政改革 と して は 「フ ロ リダ教育 財政 プ ロ グ ラ ム （Florida　 Educational
Finance　Program ： FEFP ）」 （Chapter　236，　 FS ）“°）を導入 し ， 全 凵出席 （full
time 　equivalent ： FTE ）生徒数 を標 準教 育費の 算 出基礎 に す る と同時 に ， 各
自の 教育ニ ー ズ （
11 ）に 応 じた FTE へ の 個別傾斜配分 で ， 学 区の 富裕度 を問わ ず
必 要 最低 限 の 財 源 確保 が 可 能 に な っ た （’2）。 FTE に よ る予 算 は 学 区を通 じて 各
学 校 へ 配 分 され ， 学 校 は生徒 の数 とニ ー ズ に 基づ く年次予 算配 分 額の 算 出 と そ
の 使途計画作成 ， 及 び結果の 詳述報告 に 責務 を負 うこ と に な っ た 。 学校諮問委
員 会の 設置 規 定 も1973年法で 設 け ら れ た が （Section　230．22（1Xb），　FS）（⊥3）， そ
の 権限 ・機能 を明確化 した の は 1976年法 だ っ た 。 同法 は各学校 を 「中心 的 な計
画立 案単位」 とす る 「『学校 を基 礎 単位 と した教育 経営 （school ・based　 man −
agement ）』 の シ ス テ ム 」 の 整 備 を学 区 に 求 め た （229．555（1）（b））。 諮問委 員会
は 「地 域 を幅 広 く代 表 す る もの で あ り， 教員 ， 生 徒 ， 親 ， お よ び そ の 他 の 市民
に よ っ て構成 され」 （229．58（1）， その 役割は 「年次報告書の 作成 を援助す る こ
と」 と 「学校 の 年次 予 算お よび計 画 の 作成 に 際 し て 校長が 要請す る援助 を提供
す る こ と」 （229．58（2）） と さ れ た 。 従 前 法 は 「個 別 学校 レ ベ ル の 意思 決定 に 関
わ る 意図 を もつ 特別 な表現 を も っ て い な か っ た」 （Pierce， 19．　78，　 p．20） の で
あ り， SBM 概念 を挙 げて そ の 意 図を明示 した 同法 は ， 学校 に お け る 共 同 的 意
思決定制度化 の 端緒 だ っ た とい え よ う。
　諮問委員会設置 の規 則 を設 け た 学 区は 1977年に47 （Clasby， 1978，　 p．247）（14 ），
翌78年 に は60に 達 した が ， 実態 は 「年次報告書の 編纂」 に比 較的積極 的 に 関与
す る程度だ っ た （Florida　Department　of 　Education，1978，　 p．10）Q 　 Pierce（15 ）
（1978） に よ れ ば ， 財政 制度 改革で 職 員募集 ・ 予算立 案 ・ 年 次報告書作成等 の
権限 が 学 区か ら学校 へ 移行 した が ， 校 内意思決定手続 き は抜本 的に 見直さ れ ず ，
学 校 経営 に重 要 な変化 は生 じな か っ た （pp ．1314 ）。　Clasby （1978，　 p．273） も ，
諮問委 員会 チ ェ ア の 聴 取結 果 等 を も と に ， 共 同的意 思決 定 の 未浸透 を指摘 して
い る 。
　SBM の停滞 要因 と して ， 少 な く と も二 点 が あ っ た 。 第一 は ， 教 育行政 シ ス
テ ム に お け る学校諮問委 員会 の 位置 ・権 限 ・ 責 任 の 不明確性で あ る 。 州 法 で の
説明 は必ず し も明確で な く， 法の 実施 を支援 ・監 視す る方便 も未整備だ っ た 。
SBM 概念 へ の 理解 内容 も広 狭 さ ま ざ まで ， 実施 状 況 は教 育 長 の 見識 に 大 き く
左 右 さ れ た （Pierce，1978，　 pp ．19−21）。 第 二 は， 実 施 を担 う当事 者 の ， 変 革
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へ の 意欲 ・姿 勢 の 未形成 で あ る 。 South （1975，　 pp．5−7）（’6）に よ れ ば ，　 SBM の
実質化 に は ， 学区当局 が 「指示 的 ・評価的 な もの か ら支援的 ・ 情報提供 的」 な
役割へ ， 学校当事者 が 「よ り組織的指向性 を も ち ， よ り革新 的 ・ 計画的で ， 相
互依存的」役割 へ 変 化 す る こ とが 必要だ が ， 学校管理職 と教員 は ， 自身の 変化
の必 要 を理 解 して い なか っ た 。 Pierce （1978，　 p．19） も， 教委 ・教 育 長 ・校 長
が 親 ・住 民 との 権 限共有 に 抵抗感 を抱 く事実 を示 し ， 当事者 の 役割再考の 不十
分 さ を指摘 して い る 。
　（2） 1980年代校長 の 役 割期待 と共 同的意思決定
　 こ の 状況 を受 けて 1980年代 に は対教育長 に お け る校長役割 の 独 自化 を意図 し
た 校 長職 改 革 が 行 わ れ た （17 ＞。 だ が 共同的意思 決定 に関連 づ け た 役割 は 未だ 意
識 され な か っ た 。 こ こ で は ， 校長力量 の 明確化 を意図 して 1983年 に 開発 さ れ た
規 準 「フ ロ リ ダ 州 に お け る 校 長 の 資 質 能力 （FIQrida　 Principal　 Compe −
tencies ：以 下 ，　 FPC ）1か ら そ れ を確 か め て み よ う〔18 ｝。　 FPC は 6 群19項 目の
構成で ， 各項 凵は 2 〜 5 つ の 行動指標 を もつ 。 6 群 は ， （1）目的 と方向づ け ， （2）
認 知的技能 ， （3）合意 形成 手腕 ， （4）質的向上 の 追 求 ， （5）組織化 ， （6）コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン か ら成 り， 意 思 決定 関連 の 内容 は（1）と  の 両群 に 含 まれ て い る 。
　最 も直接関係 す る行動指標 と して ， （1）に 含 まれ る項 目 12．決断力」の 中の
「す で に 下 され た決定 に 関 して 迷 っ て い る よ う な 態度 を ほ とん ど示 さ な い 。 」
「意思 決定 を行 うと きの 力 強 さ と 自信 。 」 と ， （3）の 項 目 「9 ． 説得力」 の 「自分
の 考 えや 日標 を支援 す る よ うに 他者 に働 き か け ， あ る い は 他者を説得す る た め
の 能力 をは っ き り示 す 。 1が ある 。 これ ら は 自信 を も っ て意思 決定 し ， それ を
他者 に 明 示 し説得す る とい う校長役割 を示 して い る 。 （1）の 項 目 「3 ．学校の 使
命へ の 関与 （commitment ）」で は， 校長が 「当該学校に 関す る一 定 の 価値観 」
を持ち 「一 胃した 価値観で 行動 す る こ と」 を強調 し， 教 員 ・親 ・生 徒の 気持 ち
に 対 す る 「慈悲深 い 気配 り」 を示 す とい う行動指標が挙が っ て い る 。 教員 と親
は 意思泱定参加主体 で は な く校長 の 慈悲 を受 け る客体 とみ な され て い る とい え
よ う。
　 こ の ように 1980年 代 の 役割期 待 は ， 校長 自身の 一 貫 した 価値観 に よ る強固 な
意思決定を強調 した もの の ， 教員 ・親 との 共 同 的意思決 定 を意識 す る もの で は
なか っ た 。 校長 を頂点 と した縦構造 の 校 内組織観 が うか が わ れ よ う。
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3　 1990年代 SBM にお ける共同的意思決定の 展開状況
（1） 学校 ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ の 明確化 と SBM の 再制度 化
　SBM の 動 向が 全米 に 広が っ た 1980年代後半， 同州 で も学 区独 自の 試み が な
され “
9）
， 州 と して は 1991年州法改正 （229 ．591）で 再展 開さ れ た 。 そ れ は教育
に お ける州 ・ 学区 ・学校 の 責任明確化 と ， 学校 諮問委員会 の 全校設置な ど共 同
的意 思 決 定の 制 度化 を含 ん だ 〔2°）。 前者 は ， 州 の 教育目標領域（21）と学区の 甫点
目標の 設定， 学校毎の 教育成果の 明確化 ， 非成功校 へ の 支援 ・介入 等に よ り各
学校 に よ る教育 改善 の 誘発 を ね ら っ た （Florida　Department 　of 　Education，
1991，p ．38）。 後者で は ， 諮 問委 員会 を 「民 族 的 ， 人 種的 ， 及 び 経済的 に 同質
の 集団 を代表 す る教員， 生徒， 親 ， 及 び そ の 他の 市民 」の 構成 と し ， その 任務
を ， 学校改善 計 画 の 作 成 ・評 価の 支援 ， 及 び学校 の 年次予算 ・計画の 作成 に 際
して校 長が 要請 す る援 助 の提 供 と規 定 した （229．58（2））。
　 こ こに お い て 学校は， 州の 教育 目標 に基 づ い て 白校の 実態 を踏 ま え つ つ 学校
改善計画 を作成 ・実施 し ， 学校諮問委員会 は そ の 作成 ・評価 を支援す る こ と に
な っ た 。 学校改善計 画 の 内容 は各 学区 に よ るが ， 自校の 教育 目標 ， 生徒 の ニ ー
ズ診断 ， 学校改善 の 進捗状況 ， 生 徒の 評価指標 ， 改善 の た め の 指導方法 と活動
内容， 評価の 手続 き等 を含 む （The 　 Florida　 Commission 　on 　EducatiQn
Reform 　and 　Accountability，1992，　 p ．51）。 つ ま り， 学 校 改善計画 の 作成 ・ 実
施 ・評 価の 過程 を軸 とす る新た な共同的意思決定の シ ス テ ム が ， 州 レ ベ ル で 制
度化 され た 。
　   　共同 的意思 決 定 の 展 開 状 況
  教員 の 参加 が も つ イ ン パ ク ト
　 1996年 の 調 査 報 告 書 （OPPAGA ，1996，　 pp ，7−20）（22 ）は 次 の よ う な学校 改 善
の 態様 を見 い だ した 。   学 校の 改 善課題が 年 々 焦点化 され る傾向 に あ る ， （2）多
くの 教員 と校艮は最大の 課題 と され る 「生徒 の 学力達成度」が 向上 しつ つ あ る
と感 じて い る ， そ し て （3噺 シ ス テム が 教員 と校長 に 自校の 改善課題 に つ い て の
方向感覚 （a　sense 　of 　direction） と焦 点づ け を もた ら し て い る ， で あ る 。 学校
が 自身の 改善課題 を明確化 し， それ に 焦 点づ けた 教育活動の 改善 を積極的 に進
め る促進 要 因 と して の新制度 の 可能 性 が うか が わ れ る 。 中で も（3＞に 関わ っ て ，
「教員 へ の イ ン パ ク ト （lmpact　on 　Teachers）」 に 言及 して い る点 は注 目 さ れ
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る 。 学校 訪問調査 の 結果 ， 諮問委 員以外 の 教員 も ， 一般 に 様々 な小 委員 会 に 属
して 学校改 善課題 の 策定 と実行 に取 り組 み ， そ の 時間 と努力が 自身 の 教授活動
を阻害 す る と は認 識 して い な か っ た （OPPAGA ， 1996，　 p．21）。 つ ま り， 学校
改 善計画 の 作成 ・実施 ・ 評価 を軸 と した 共 同的意思 決定 は ， 諮問委 員会 で の 意
思 決 定参加 の み な らず様々 な場面で 教員 の 意思 形 成過程参加 を促 し， そ の 付加
的役割 は積極 的に 受 け とめ られ る傾向に あ っ た 。 こ れ は ， 学校改善 に対 す る教
員 の積極性 と参加が 喚起 さ れ ， 改 善課 題 の 焦点 化 が促進 され る傾 向 と受 け とめ
られ よ う。
  親 の参加 をめ ぐる実態
　質問紙 回答で は ， 教員 と校長 の 大 半は 「関係 当事者 に よ る参加 を学校改善の
計画立案 に と っ て 非常に 大切 な もの 」 と し ， 教員 と校長の 6 割以 ヒが ， 親や地
域住民 等 に よ る 学校改 善 の 活 動 へ の 参 加 の 増 大 を認 め た （OPPAGA ， 19．　96，
P．20）。
　 しか し， それ と は異な る状況 も認 め られ た 。 第一 に ， 親 の 参加 に 取 り組 む こ
と自体が 学 校 の 改善課題 とされ て い た 。 諮 問委員会委員の 聴取結果で は ， 19校
中14校 で 親 の 参加 （parental 　involvement）の 増大 を意図す る課 題 に 取 り組 ん
で い た 。 そ の 19校が 掲げた改善課題総数203件 を 7 つ の 州 教 育 目標領 域 （注 21
を参照 ） に 分類 した 結果 ， 最 多 は 「生 徒 の 学力達成度」の 89件 （44％）， 次 い
で 「学校の 安 全 及 び環境 」の 32件 （16％） だ っ た が ， 前述の 14校で は 7 目標 領
域 の どれ に も該 当 し な い 「そ の 他 （親 の 参 加）」が 26件 （13％） に 上 っ た
（pp ．Hl2 ）。 つ ま り， 教員 ・ 校長 の 多 くが 学校改善計画作成 に お ける 親 の 参加
を重要 と認識 し ， 改善活動 へ の 参加機会は増 して い た が ， 同時 に親の 参加 を促
し奨励す る こ と 自体 が学 校 に と っ て の課 題 と さ れ て もい た 。
　第二 は ， 学校 諮問 委員構成 比率の 不 均 衡 で あ る 。 1993年度 の 調査（23）で は ，
全母集団か らの 代表 が 含 まれ て い ない 状 態 ， 学校職 員委 員の 過剰 ， 在籍生 徒の
民族 ・ 人種構成 比 率 との 不整 合等が明 らか に な っ た 。 1995年 に は そ の 是正 の た
め の 州 法規定が 付加 され ， 選 挙 に よる選 出等 も盛 り込 まれ た （229．58（1）（a ））が ，
問題 は解消 され なか っ た ｛24）。 こ の 問題 の 背景 に は ， 「専門家」 に よ る 「素人 」
の 忌避 ・統制意識 も伏在 し う る 。 だ が ， 生徒 とそ の 家族の 人種 ・民族 構成の 多
様化が委員の 選 出や均衡維持 に 困難 をもた らした こ とも否定で きない ｛25）。
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ア メ リカ 学校経営 に お け る 共 同的意 思決定 の 展開 と校長 の 役割期待変容
4　 1990年代 に お け る校長の 役割期待
　（1） 校長 の 資質能 力 規準改定 の 経緯
　1994年に は 前記 FPC が 改 定 され た （Florida　Council　on 　Educational　Man −
agement 　and 　the　Crown　Consortium， 1994）。 19項 目に よ る 内容構成 は基本 的
に 踏襲 され   ， 学校 経 営 の 責任者 と して の 校 長 とい う位 置づ けは 引 き 継が れ
た が ， 各 項 目の 内容 は大 幅 に変 更 さ れ た 。 と くに ， 共 同的意思決定 へ の 対応 に
強 い 関心 が 向け られ た点 は 旧版 と対照的で あ る 。 そ の 背景 に 学校諮 問委 員会 の
全校 設置 とい う州施策が あ るの は無 論で あ る 。 だ が改定 の過 程で ， 学校 が 直面
す る急激 な変化 と， 過 去10年間の 教育 リー ダー シ ッ プ関連研究の 進展が 強 く意
識 され た 点 は 見過 ごせ な い 。 前者で は ， 生徒の ニ ー ズ に 合致す る協働 の 重要 性
（p3 ）， 後者で は ， 校長 の 行 動 を 「集団過 程の
一部 分 （a　part　of 　a　group 　proc ・
ess ）」 と捉 え ， 「職員 同十 の 問の 関係 と地 域全 体 を相手 に し た 関係 に お い て 相
互 依存的な 関係 を築 くこ とが必 要で あ る」等 ， 関係 当事者 との 双 方向的関係 に
高い 関心が 注が れ た （pp．6−7）。 以 下 ， 共同的意 思決定 に 関わ る三 点に 注 目 し
て 変更内容 を分析す る 。
　  　共同的意思決定 に 関わ る校長 の 役割期待
  意思決定手 続 き の 共 同化 の 実行
　共 同的 意思 決 定 へ の 対 応 を端 的 に 示 す 行 動 指標 と し て ， 「学校 改善委 員会
（学校諮問委 員会） と協働 し て ， 学校 へ の 要望調査 計画 を作成す る 。 」「学校改
善委 員会 （学校諮問委 員会） と協働 して ， 目標達 成 に 向 け た 活動実施 計画 を作
成す る 。 1が あ る。 こ れ に 関 わ っ て ， 親 の 位置づ けの 転換 は 注 目 さ れ る 。 1日版
で 「親 （parents）」が 登 場す る の は ， 項 目 「3 ．学校 の 使命へ の 関与」の 中の
「教 員 ， 親 ， お よび生 徒た ちの 気持 ち に対 して 慈 悲深 い 気配 りを 示 す 。」 とい う
指標 の み だ っ た が ， 1994年版 で は 7 ヶ 所 に 登場 す る 。 例 えば 「教員 ・職 員 ・親
らが 学校改善 の た め に イ ニ シ ア テ ィ ブ を と る際 に は彼 ら を支援 す る 。 す なわ ち ，
学校 を変革す る た め の 準備行 動 を と る 。 」等 ， 旧版 で は慈悲 を受 け る 客体 とさ
れ た 親 を ， 1994年版 は イ ニ シ ア テ ィ ブ や 意 見表明 の 主 体 と位 置づ けて い る 。
　 また ， 「2 ．泱断力」の 項 目タ イ トル 説明 に は， 学校の 意思 決定 と校長 の 関
係変 化が み られ る 。 旧版 は i決定を下す 際に 力強 さ と 自信 を示 す 。 そ の 決定が
どん な性質の もの で あ っ て も， 決定 を ドして 判断 を表明 し， 行 動 を起 こ し ， 自
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己 と他者 に取 り組 ま せ る こ とを す す ん で行 う こ と 。 」 と ， 校長単独の 意思 決定
を前提 と し て い た 。 対 し て 1994年版 は ， 「自己 お よ び他 者 に よ っ て 行動 が と ら
れ ， 関与が な さ れ る よ うに す るた め ， 適切 な レ ベ ル で の 関わ り合い を用 い な が
ら ， 適時 に 意 思 を決 定 し共有 す るた めの レ デ ィ ネ ス と 自信 。 」 と され ， 共 同 的
意 思決 定 をい か に う ま く運 営す るか とい う点 に重 心 が移行 して い る 。
　 こ の よ うに ， 親 を意思決定参加主 体に 位置づ け ， 関係当事者に よ る共同的意
思 決定 の 手 続 きを校 内に 構築 す る こ とが ， 校長 に期待 され た の で あ る 。
  デ ー タ の収集 と活用
　 旧版 で 使 われ て い なか っ た 「デ ー タ （data）」 とい う言葉 が ， 1994年版 の 10
ヶ 所 に登場 する 。 例 え ば 「もっ と も よ く役 に立 つ デ ー タ を意思決定過程で 分析
し活用す べ き だ とい う こ と を強 く主張 す る 。 」 とい う行動指標等 ， よ り具体 的
で 客観的 な数値や事 実に 基づ く意 思決定 へ の 指 向性 が ある。 そ の 背景に は ， 学
力 テ ス トス コ ア を 中心 と した 教育成果 に 基づ く学校ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ の 明確
化 とそ の 基盤た る情報技術の 普及 ・発 展 が あ る 。 だ が それ だ け で はない 。 項 目
「9 ． 影 響力／説得力」の 行動指標 「学校に 関す る諸議論 とデー タ を披露 して ，
関係当事者 か ら効果 的な支援 を獲 得 す る 。 」 に み られ る よ うに ， 校長 に と っ て
は ， 多様 な関係 当事者か ら自校 に対 す る理 解 と支援 を得 る手 段 と して ， 共有 す
べ き情報 の 明確性 や 客観性が 重 要 に な っ た と考 え られ る 。 また ， 「12． 日標達
成指向性」 に盛 り込 まれ た 「目標達成 に 向けて 刺激 す るた め に ， 目標 と現実状
況 との 違 い を は っ き り させ る 。 」 とい う指標で は ， 学校 の 現状 と課題 を明確 に
表示 し ， 具体的 目標 を共有す るた め に デー タ の 収集 ・ 分析が 重 視 され て い る 。
つ ま り， 学校 の ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ 明確化 と， 多様 な 関係当事者 に よ る課題 ・
目標 の 共有化の た め に ， デー タ の 収集 と活用 とい う役割が 校長 に強 く期待 さ れ
た の で ある 。
  関係当事者間 の相互 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 過程の 創 出 ・ 促進
　 旧版 に は 皆無 だ っ た 1ビ ジ ョ ン （vision ）」概念 が ， 1994年版 で は 8 ヶ 所 に
登場 す る 。 「学校の 使命 へ の 関与」 か ら 「ビ ジ ョ ン と使 命へ の 関与」 に 変更 さ
れ た項 目 3 は， 「学校の 共有 ビ ジ ョ ン ・ 使命 ・価値観 に した が っ て 発展 し行動
す る よ う誓 う こ と 。 」 と説 明 され て い る 。 「ビジ ョ ン 」 と は組 織 に と っ て の 「ひ
とつ の 目的地 」や 「望 ま しい 未 来 の 映 像」で あ り （Senge， 1990，　 p．149： 翻 訳 ，
p．177）， 「共有 ビ ジ ョ ン （shared 　vision ）」 と は ， 「組織 の な か の あ らゆ る入 々
が 抱 い て い る心 象」 で 「『わ れわ れ は何を創造 した い の か 』 とい う問い に対 す
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ア メ リカ学校経営に お け る共同的意思決定の 展開 と校長の 役割期待変容
る答 え 1 で あ る （p，225 ：p ．206）。 つ ま り， 関係 当事者が 共通 して 抱 く 「こ の
学校は どうあ る べ きか 」の 「共有ビ ジ ョ ン 」 を 自らの 行動指針 とす る こ とが校
長 に 求め られ て い る。 注 目す べ き点 は ， ビ ジ ョ ン形 成の 過程 を含 め ， 学校 に 関
わ る様 々 な情 報 の 「共有化 亅が 強 く意 図 さ れ て い る こ と で あ る 。 例 え ば ， 「鍵
を握 る関係 当事者 ら と協働 し て 学校の ビ ジ ョ ン （未来像 ）お よび使命内容 を 明
確 に打 ち立 て る。 」「ア イデ ア と信念 と 目標が す べ て の 関係 当事者 に と っ て 明確
な もの に な る まで ，
一 貫 し て 繰 り返 し続 け る 。 」 と い う行動指標 は ， 当事者 の
協働 に よ る ビ ジ ョ ン 形成 と と も に ， そ の 後 の 共有化作用の 継続 を求 め る もの で
ある 。
　 旧版 の 「10． 学校 イ メ ー ジ へ の 関心」 か ら1994年版 の 「10． 学校の 評 判 に 対
す る 関心 」 へ の 項 目修正 も興 味深 い 。 旧版 で の ， 「生徒 と職 員 に よ っ て 形 づ く
られ た 印象 を通 じ た 当該学校の イ メ ー ジに対す る 関心 を示 し， 学校に 関す る そ
れ ら の 印象 と公的な情報 を操作す る 。 」 とい う説明は ， 「自己 ・生徒 ・教員 ・職
員 ・ 親 に よ っ て つ くられ た 印象 に 留意 す る と と もに ， それ らが 学校 の 内 と外 の
両方で どの よ うに 伝 え られ て い るか に 関心 を払 う こ と。 」 と変化 した 。 「親」の
付加 と と もに ， 学校 の 現 状 に 対 す る当事 者認 識 が 相互 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン に よ
っ て共有 され る こ とへ の 着 凵が み られ る 。 他 の 指標 内容 で も， 例 えば 「ほ と ん
どの 学習 は学習者 が 共同体 を形成 して い る とこ ろ で 可能 に な る とい うこ とを認
識す る 。 した が っ て ， 生徒 ， 親 ， 教 員 ， お よび職員た ち の 問で ア イデア と諸資
源 を伝 え合 い 共有 して い く よ う奨励 す る 。 」等 ， 校長 に よ る 情 報 の 単 純 な 発
信 ・ 統制 とい う一 方向的伝達か ら， 各 当事者 を情報 ・意思の 発信主体 と捉 えた
相互 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 過程 の促進 へ と重心が 移行 して い る 。
　 こ こ に は ， 共同的意思決定 の 基盤 をもた らす 当事者 間の 相互 コ ミ ュ ニ ケ ー シ
ョ ン 過程 の 創 出 ・ 促進 とい う役割期待 を読 み取 る こ とが で きる 。 教員 と親 を と
もに 意思決定参 加主体 と位置づ け， 具体 的デー タ 等を介在さ せ つ つ 自身 を含め
た 当事者 間に 共 同的意思形成 の 過程 を機能 させ る こ とが 要請 さ れ て い る 。
5　 「親 の 参加」を め ぐる制度修正 と校長役割の 葛藤
　 こ れ と並行 して ， 学校諮 問委 員会 に 関す る制 度修正 が行わ れ た 。 第一・は ， 諮
問委員会 に使途決定裁量 を委 ね る財源の 配分で あ る 。 1997年， 学校改善計画の
効果的実施 に 目的を 限定 し て FTE の 生 徒一一人 あた り10 ドル が 各学校 へ 配分 さ
れ （z7）， 学校課題 に 対応 した 予 算 裁 量 拡大 が 図 られ た 。 第 二 に ， 名称 と位置 づ
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けの 明確化 で あ る 。 州法 上 の
“ School　Advisory　Councir’は ， 学区 ・学校 レ
ベ ル で は
“ School　Improvement 　 Team ” 等 さ ま ざ まに 呼称 さ れ て い た が ，
1998年 ， 審議 機 関 と して の 性格 を明確 に す る た め 州法 どお りに統一 す るよ う規
定 され ， 学校改善計画 の 作成 ・実施 ・評価 に 関わ る事項 に つ い て の 「学校に お
け る最終意 思 決定 に 責任 を負 う唯一 の 機 関」 とされ た （229 ．58（1）（a））。 以 上 の
修正 は ， 学校諮問委 員会 の 機能強化 ， っ ま り意思 決定局面で の 教員 ・親参加 の
意義の 明確化 をね ら っ た もの と捉 え られ よ う。
　第三 は ， 「親 の 参 加 」が 州教 育 目標領域 に付加 され た こ とで あ る 。 1996年 の
州法 改正 は 8 番 目の 目標領域 に 「親 の 参加 （parental 　involvement）」を加 え
た （229．591（3）。 諮問委員会 は全校設置 と な り， 意思決定裁量 も強化 され た に
もか か わ らず ， 多 くの 親 に と っ て 情報や機会 は不足 し て い る と い う現状 を変 え
る こ とが 理 由 と され た （28 ｝。 1997年 に は 学校職 員 は委 員 の 過半 数 を 占め て は な
らない 旨 も規定 され た （229．58（1）（a ）。 さ ら に 1999年 ， そ の 目標領域 は 「親 ，
家族 ， 及 び地域住民の 参力［1 （Parent，　family，　and 　c 〔，mmunity 　involvement）」
と修 正 され た （229．591（3））。 その 背 景 に は ， 「変化 しつ つ あ る家族の 性質 と多
様性 は ， 学校 と地 域社会 に 難題 を提 示 して い る 。 す なわ ち， 家 族 の 参加 に つ い
て の よ り包括的か つ 総合的 な理 解 を反 映 した 取 り組み をつ くる こ と と， さ ま ざ
まな方 式 で それ らの 取 り組み を明 確 に 理 解 し合 う とい う難題 で あ る 。 」 とい う
議論が あ っ た （29＞。 以 上 の 施策 展開 は ， 所 期 どお りに進 展 しな い 「親 の 参 加」
制度の 現実 と， 1親」だ けで は表現で きな い 家族状況 の 困難 化の 中で ， 意思 決
定局面 で は な く 「教育 へ の 家族の 関心 と意識 を高 め る 1含意 で 「参加」を捉 え
奨励 す る課題 に直面す る学校 の状況 を映 し出 して い る C3°）。
6　 結 塹口口
　1970年代 を端緒 とす る SBM 施策 は ， 提案 当初 か ら学校課題 の 固有性 に 対応
した 共 同的意思決定 へ の 指向性 を含 ん で い た が ， 関係 当事者 の 役割変化 の 無 自
覚等 に よ り， 定着 し な か っ た 。 1980年代 ， 学校経営の 責任者 と し て の 役割期待
が 校 長 に 向 け られ た が ， 共 同 的意思決定 は考慮 され なか っ た 。 1990年代 に は ，
州 ・学区 ・学校の 責任関係 の 明確化 と とも に SBM が再展開され ， 学校改善計
画 の 作成 ・実施 ・評価過程を軸 と した 共 同的意思 決定は ， 学校の 改善課題の 焦
点化 と教 員 関 与の 積極 【生を促す可能性 を示 した 。 校長の 役割期待 の 見直 しの 中
で
， 親 は校長の 慈悲 を受 け る客体か ら意思 決定参加の 主体 へ と位置づ け直 され
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ア メ リカ学校経営 に お け る共同的意思決定の 展 開 と校長 の 役割期待変容
た 。 そ して ， 明確 な デ ー タや 情報 を媒介 に ， 共同的意思決定の 実質 を 支 え る 当
事者 間 の相 互 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 過 程 を創 出 ・促進す る こ とが ， 校長役割 と し
て 重視 され た 。 こ こ に は ， 校長 自身の価値観 を起点 とす る一 方向的 な縦 関係 か
ら
， 校長 を含 めた 多様 な 関係 当事者 ど う しの 双 方向的関係 へ の 組織観の 転換 が
読 み 取 れ る 。 校長 は， 教員 ・親 を参加主 体 と捉 え ， 学校 改 善計 画 の 作成 ・実
施 ・評価過程 を軸 とす る相互 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を促進 し， 自校の 課題 に 関わ
る具体的 で 明確 な情報 を共 有 しつ つ 学校の 共有 ビ ジ ョ ン の形 成 に 取 り組 む役割
を期待 さ れ る こ と に な っ た 。 以一Lの よ う に ， 1970〜80年代 に か けて ， 州 ・学 区
レ ベ ル で 制度化 され なが らも学校で の 定着に至 らなか っ た 共1司的意思決定は ，
1990年代 ， 学校 ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ の 明 確化 と学校改善 計 画 等 を軸 とす る枠 付
けの も とで 動 き始め た 。 そ こ で の 校長の 役割期待 の 中核 は ， 関係 当事者 の共有
ビ ジ ョ ン 形成 に 連な る相互 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 創出 ・ 促進 で あ る 。
　以 上 の 内容 は ， 学校経営 に お け る 共同的意 思 決 定 が ， 学校関係 当事者の 役割
相互 関係の 捉 え直 しを伴 わ な け れ ば教育活動 の 改善 に は 繋が らない こ と を示 し
て い る 。 そ こ で は ， 「学校の 責任者」 と し て の 校 長役割の 追求が 必要 とな る が ，
そ の 内実は 必 ず し も自身の 明確 な ビ ジ ョ ン の 提示 を起点 とす る もの で は な い 。
学校組織内部 に お い て ， 教育活動 の 改善主体 た る 多様 な 当事者 ど うし の 「共有
ビ ジ ョ ン 」の 形成 を促す こ とを 中心 に 据 えて 校長役割 の あ り方 を 捉 え直す必要
が あ る 。 前掲 3   で 述べ た 共同的意思決定の も と で の 教員参加の 態様 は ， 当事
者 の 合意 に 基 づ く学校改善課題 の 明確化 の 意義 を示 して お り， 上 記 の 校長役割
の 重 要性 と有効性 を うか が わ せ る 。 以上 の こ とは ， 凵本 の 学 校経 営改 革 や 校長
の 養成 ・研修の あ り方 に と っ て も示 唆的 とい え よ う。
　但 し， 学 校 改善計画 に 対す る枠 づ けの あ り方は ， コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 制約
や 「共有 ビ ジ ョ ン 」 の 狭隘化 要 因 に もな りうる 。 また ， 親の 参加 実態 は 単純 で
は な い （31）。 意思 決定上 の 参加 は ， 教 育 へ の 積極的意 思 の 多様性 に は対応 で き
る が ， その 関心 ・能力程度の 格差処 理 に 有効 と はい えな い 。 教育 その もの へ の
親 ・家族の 参加奨励 が課題 と され る 中で ， 学校 は ， そ の 前提 を成 す 「多様 な家
族」 との 多次元的な関係形成 を必要 とす る 。 教員サ イ ドの 忌避意識 をは ら む そ
の課題 に ， 意思決定局 面 で の 参 加促進 と同時 に 取 り組 む と こ ろ に ， 校長 役割 の
葛藤状況 を読 み取 る必 要が あ る 。 そ れ を含 め た 校長の 役割遂行 の 実態考察 は別
稿で の 課題 と した い 。
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［注］
（1） 例 えば ， 水本 （2000）， 佐古 （2005） を参照 。
（2） 前者は小島 （2004）， 河野 （2005）， 後者 は植田 ・石井 （200 ）等 を参照 。
（3） Weick （1982）や Sch6n （1983）等 を参照 。
（4） 今口の 学校組織改革は 「社会的 ・制度的要因へ の応答」 に傾斜 し 「学校 の 組織 状況
　　の 内在的要因」の分析 ・検討は脆弱 とす る議論 もあ る （佐古 ， 2005，62頁）。
（5） 詳し くは本多 （1993）， 浜 田 （2004）等を参照 。
（6） 1950年の 人 口 は 州別で 第2 位 の 2，771，305人 だ っ たが ， 2000年 に は 15，982，378人 で
　 第 4 位 とな っ て い る （U ．S．　Census　Bureau，2002，　 p．29）。
（7） 中 南米 地域 か ら の 難民 ， 移民 ， 不 法流入 の 増大 （石 塚 ， 2000， 272−278頁） や新興
　 産業発展 に よ る産 業構造変化 （井出， 1990， 205−2〔〕6頁）等が 背景 。
（8｝ 1947年制度化の 州補助金 は生徒数 に よ る一・律算定の 「最低教育費補助 方式 （Mini −
　 mum 　Foundation 　Program ）」で あ っ た （White ， 1975，　 pp ．3−4）。
（9） その 一部は岩永 （1988）で 紹介 され て い る 。
（ID） FEFP の 具体的 内容は竺 沙 （1997） を参照 。
（11） 基礎教育 ， 障 害児教育等 26種類 の プ ロ グラム を設定 〔Pierce，1978，　 pp．15−17）。
02） FEFP に よ っ て ， 今 H に お い て も同州は 「地方学区間の 均等化が か な り進ん で い る
　 状況に ある 」と言 わ れ る （竺沙 ， 1997 ， 2 頁）。
G3） 以 下 ， 1996年 まで の 州法規定は ，　Statutory　 Revision　and 　 Indexing　Div｛sioll　of
　 the　Joint　Legislative　Management 　Committee ，　Official　P
’lon
’
da　StatuXesの 各年度版
　　に よ る 。 また ， 1997年以 降は ， URL 　http：〃www 」eg ．state ．fl．us に よ る 。
（14） 州議会上 下両院共同で州内全 67学区を対象に調査 （Clasby　et　al．， 1978，　 p．ii）。
（15〕 上掲1977年調査 の メ ン バ ーの一人で あっ た （Clasby　et　aL ，1978，　 p．ii）。
（16） フ ロ リダ州 立 大 学教授 で ， 1971年 に SBM に 着手 し た モ ン ロ ー郡 （Lindelow，
　　1981 ，pp．19−23）の 施策 に 関与 し ， 1977年調査 に も携わ っ た 。
（17｝ 浜 田 （1989） は 「学区行政 官 1 か ら 「単 位学校の リーダー」 へ の 役割変容を明 らか
　 　に して い る 。
（18） FPC の 開発経緯 と内容 は Huff　et　al 。（1982），　 Croghan 　et　al ．（1983）に よ る 。
（19） 1987年 に デイ ド郡 （Dade 　County）， 1989年に プ ロ ワ ー ド郡 （Broward 　 County）
　　が着手 した （Dade 　County　Public　Schools， 1987；KilgQre　et　aL ， 199．　7）。
ω　 この シ ス テ ム の 詳細 はすで に浜 田 （1998 ，71．72頁 ）に 整理 され て い る 。
  （u ）学校の学習 を始 め る レ デ a ネス ， （b）卒業率 と中等段階後 の教育 及び 就職 の レ デ ィ
　　ネ ス ， （c ）生徒の 学力達成度 ， （d）学習環境 ， （e ）学校 の安 全及 び環境 ， （f）教員及び職 員，
　 （9）成人 と し て の 教養 ， の 7 つ が 設定 され た （229 ，591（3））。
  　州全域で 教員331名 と校長196名に質問紙調査 ， 15学区39校で 学校改善計画の 調査 ，
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ア メ リ カ学校経営に お け る共同的意思決定の 展開 と校長の 役割期待変容
　及 び 5学 区 19校で 訪問調査 を実施 （p．4）。
（Z3） 19931994 ， 1994−1995 ， 19951996 の 各 年度 ， 14学 区 65校 の 学校諮問委員会 の 構成
　 と ， う ち15校の 会議 出席状況 の 調査 を実施 （OPPAGA ， 1996，　 pp．27−29）。
憐 学校 職 員 の 占め る 比 率 は ， 1993−1994年 度 ：68％ ， 1994−1995年 度 ：60％ ， 1995−
　1996年度 ；63％ であ っ た （OPPAGA ， 1996，　 p．31）。
（25） 1991年の 在籍生 徒 の 母 国 は 184で （Florida　 Department　 of 　Education，1991，　 p．
　7）， 1991年度〜200〔｝年度の 生徒増大数503 ，684入の うち ヒ ス パ ニ ッ ク は216 ，25 人 ， 黒
　人 は 1！6，663人を占め た （Florida　Department　of　Education，2001 ，　 pp，4−5）。
  　但 し ， 一部の項 目タ イ トル に は修正 箇所が あ る。
伽 施 設 修 繕 や 改 築 ・貯 蓄 等 の 使 途 は 禁 止 （Flerida　Department　of 　Education，
　 1997）。
（28） http：〃www ，fir乢 edu ／doe　［Iast　accessed 　 199．　7．3．3］
＠9） http：／／www ．firll．edu ／doe／acgoal8 ，h亡m ［last　accessed 　 l　999．1．28］
  　岩永 （1994 ， 156頁）は 1980〜1990年代 の ア メ リカ の親 の 教育参加 に 関わ る動 向 に
　つ い て ， 「一部の 活動 的な親 を対象 と した ， 学 校 へ 足 を運 ぶ と い う意味で の伝統的 な
　参加論で は ， 今 日の 危機に あ る子 ど もが 抱 えて い る教 育．ヒの 困難 を打破す る こ と はで
　 き な い 」 と い う趨勢 を指摘 して い る。
（3D 葉養 （2005，44頁 ）が 指摘 す る 「統 治形態 の 転換 に伴 う隘路」 に通底す る 。
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